
介護保険施設 ショートステイ

・生活保護受給者 要件なし 880円

550円

特養等 380円

老健・医療院等 550円

880円

550円

特養等 480円

老健・医療院等 550円

特養等 430円

老健・医療院 430円

老健・医療院等 430円

1,370円

1,370円

特養等 880円

老健・医療院等 1,370円

特養等 430円

老健・医療院 430円

老健・医療院等 430円

1,470円

1,470円

特養等 980円

老健・医療院等 1,470円

特養等 530円

老健・医療院 530円

老健・医療院等 430円

施設が定める金額をお支払ください。

費用の減額（認定証の発行）は

ありません。

利

用

者

負

担

限

度

額

第

４

段

階

680円 1030円

第

３

段

階

②

・本人、世帯分離してい

る配偶者及び世帯全員が

市民税非課税の方で、本

人の合計所得金額と課税

年金収入額と非課税年金

収入額を合わせて120万

円超の方

預貯金等が単身500

万円、夫婦1,500万

円を超えない人

ユニット型個室

1420円 1360円

ユニット型個室的多床室

従来型個室

多床室

ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

従来型個室

多床室

第

３

段

階

①

・本人、世帯分離してい

る配偶者及び世帯全員が

市民税非課税の方で、本

人の合計所得金額と課税

年金収入額と非課税年金

収入額を合わせて82.65

万円超120万円以下の方

預貯金等が単身550

万円、夫婦1,550万

円を超えない人

300円

600円

第

２

段

階

・本人、世帯分離してい

る配偶者及び世帯全員が

市民税非課税の方で、本

人の合計所得金額と課税

年金収入額と非課税年金

収入額を合わせて82.65

万円以下の方

預貯金等が単身650

万円、夫婦1,650万

円を超えない人

ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

従来型個室

多床室

390円

従来型個室

第

１

段

階

・上記の第１段階から第３段階②に該当しない方

介 護 保 険 負 担 限 度 額 認 定 申 請 の ご 案 内

・老齢福祉年金の受給者

で本人、世帯分離してい

る配偶者及び世帯全員が

市民税非課税の方

預貯金等が単身

1,000万円、夫婦

2,000万円を超えな

い人

２．減額となる期間について

申請書が提出されて調査を行った結果、利用者負担段階の第１段階から第３段階②までに該当される方に対して「介護保険

負担限度額認定証」が後日交付されます。（第４段階の方には認定証は交付されません。）交付された認定証を利用中の施

設へ提示することで、減額を受けることができます。認定証の適用期間は、申請日の属する月の１日から翌年の７月末まで

です。ただし、適用期間が１月１日以降の場合、同じ年の７月３１日までとなります。

例１）令和８年１０月９日に申請書が提出された場合⇒認定証の適用期間：令和８年１０月１日～令和９年７月３１日

例２）令和９年３月２１日に申請書が提出された場合⇒認定証の適用期間：令和９年３月１日～令和１０年７月３１日

※認定証の適用期間末（通常は毎年７月３１日）以降も継続して減額を受けたい場合、期間満了前に改めて申請が必要と

なります。（自動更新は行われません）

ユニット型個室

ユニット型個室的多床室

（介護保険施設等利用時の居住費・滞在費、食費の減額）

負担限度額【日額】

食費対象者
居住費

部屋の種類

１．減額の内容や対象者の要件について

下記の対象者に該当する場合、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人保健施設・介護医療院の各施設サービ

スや、短期入所生活介護（ショートステイ）・短期入所療養介護（医療型ショートステイ）を利用した際の居住費（滞在

費）と食費の自己負担が減額されます。

※短期入所生活介護と短期入所療養介護は介護予防サービスでも適用となります。

300円



４．申請書の提出先について

美馬市長寿・障がい福祉課介護保険係（郵送可）または各市民サービスセンターへ提出してください。

※申請書と添付資料を窓口で受付（郵送の場合は担当課が受領）した日が申請日となります。

月末に施設へ入所された方について減額の申請を行う場合、申請書を提出する前に長寿・障がい福祉課までご連絡くださ

い。（申請日の属する月以前にさかのぼっての認定は原則行いませんのでご注意ください。）

《申請書を提出される際のお願い》

提出前に、別添のチェックリストにて記入漏れや添付忘れがないかご確認のうえ提出してください。

申請書の記載内容に不備があったり、添付資料が不足している場合、申請書等を一度申請者の方へお返しして、内容の修

正、資料の追加をお願いする場合があります。

申請書の内容によっては、追加で調査を行うことがあります。調査内容が確認でき次第、結果通知をお送りします。

そのため、発送までに時間がかかる場合がありますのでご了承ください。

《以下の書類は必要な方のみ提出してください。》

○住民税所得課税証明書（各市町村の税務担当課で発行されます）

　・申請日が８月１日から翌年３月３１日までのもの → 申請される年度分

　・申請日が４月１日から７月３１日までのもの　　 → 申請される前年度分

※該当年度について、住民税賦課期日時点で利用者ご本人、ご本人と同じ世帯の方（配偶者で世帯が異なる場合は配偶者

も）の全員が美馬市内に住所があった場合、提出は不要です。

前記１．の要件に該当される方で減額を受けるためには、申請が必要です。下記の書類と添付資料を長寿・障がい福祉課又

は各市民サービスセンターへ提出してください。

①介護保険負担限度額認定申請書・同意書（窓口に用意しています）

②利用者本人、配偶者（本人と同居していない場合や事実婚の場合も含む）がいる場合は配偶者について、それぞれの預貯

金等の資産状況及び負債状況を確認できる書類のコピー

　（ご自宅で保管している現金等は、申告書への記載のみで構いません）

③本人（及び配偶者）の個人番号が確認できる書類及び来庁者の本人確認ができる書類

◆◆◆預貯金等の対象となるもの◆◆◆

『預貯金（普通預金口座・定期預金口座）』、『有価証券・投資信託』

銀行名（有価証券・信託投資の場合は証券会社名）・支店・口座番号・口座名義人のわかるページ、および申請日から直近

２カ月間の取引が確認できる記帳ページのそれぞれ写し※利用者本人（配偶者）が名義であるすべての口座についてコピー

を提出してください。また、金融機関窓口・ＡＴＭ等で最新の取引まで記帳のうえコピーをお願いします。

３．減額を受けるための手続きについて

お問い合わせ先（申請書の郵送提出先）

〒７７７－８５７７

美馬市穴吹町穴吹字九反地５番地

美馬市役所 長寿・障がい福祉課 介護保険係

電話：０８８３－５２－５６１３


